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企業グループ間取引に係る書類の整理保存の特例 
  

  

令和 8 年度税制改正において、企業グループ間の取引実態の把握を目的とした制度が創設されました。本

制度では一定の書類の整備・保存が求められることから、企業グループ間取引に係る管理体制の重要性が高

まっています。また、令和 8 年 6 月に公表された国税庁の事務運営指針により、制度に関する考え方や実務上

の取扱いも明らかになってきました。今回は、本制度の概要と実務上留意すべきポイントを解説します。 

■制度概要 

国内にある法人(内国法人)が、関連者から受ける一定の取引について、注文書、契約書などから取引内容

や価格の計算方法等が確認できない場合には、その確認できない情報（特定事項）を記載した書類（特定事項

記載書類）の保存が義務付けられる制度です。対象となるのは、令和 8 年 4 月 1 日以後開始事業年度の取引

です。なお、この制度の対象法人が「特定事項記載書類」を保存していない場合には、青色申告の承認の取消

事由に該当するため注意が必要です。 

■対象法人とは 

内国法人で関連者から一定の取引を受けた法人であるため、費用を支出した法人となります。 

■関連者とは 

内国法人との間に例えば次のように発行済株式の 50％以上を保有する関係や実質的な支配関係がある法

人をいいます。なお、関連者には内国法人だけでなく外国法人も含まれるため注意が必要です。 

 

■一定の取引とは 

内国法人が関連者から受ける①特許権、著作権、ノウハウなど（工業所有権等）の譲渡又は貸付、②一定の

役務提供のうち、内国法人側で支出した費用について販売費および一般管理費となるものをいいます。したが

って、売上原価等となる商品販売取引は対象とはなりません。また、一定の役務提供には、経営管理・経営指

導サービス、研究開発の支援、広告宣伝の支援、共有システムの維持・管理などがあります。 

■特定事項とは 

企業グループ間の取引では、その企業間の関係性から取引の詳細な資料が作成されないケースが多く、外

部から取引の実態を把握することが難しい状況にありました。この状況を踏まえ、国税庁は下記項目で契約書

等に記載がないものを特定事項として定め、保存を義務化し取引実態の把握の円滑化を図っています。 

取引内容 特定事項 

工業所有権等の 
譲渡又は貸付 

工業所有権等の内容、工業所有権等の果たす効果（使用目的等）、譲渡又は貸付

の時期、取引価格及び計算方法 

役務提供 役務提供の内容、取引期間、取引価格及び計算方法 

■作成期限及び保存期間 

特定事項記載書類は、取引を行った事業年度の確定申告書の提出期限までに取得、作成が必要となります。

また、確定申告書の提出期限から起算して 7 年間の保存が必要です。 

■実務上のポイント 
特定事項は、複数書類により把握できれば問題ないため、ひとつの書類への集約は不要です。また、既存

の契約書等から特定事項が確認できる場合は、追加の特定事項記載書類の取得又は作成は不要です。 
この制度の目的は取引実態の把握であることから、取引価格が適正か否かについてまで問われるものでは

ありません。したがって、特定事項記載書類等にその内容を記載する必要はありません。 

③実質的支配関係①親子関係 ②兄弟関係

関連者

内国法人

関連者

関連者

内国法人

親会社等

内国法人 関連者

50％以上

50％以上

50％以上 50％以上

関連者

内国法人

内国法人

関連者

実質的支配50％以上50％以上



 

 

 

 

 

  実質的支配関係とは、持株関係がなくても、関連者が内国法人の経営や事業に大きな影響を与えてい

る状態をいいます。 

例えば、次のような取引が該当します。 

・国内にある法人の役員の 50％以上を関連者の役員が兼務している場合。 

・国内にある法人が行う事業活動の相当部分を関連者に依存している場合。 

・国内にある法人の事業活動に必要な資金の相当部分を関連者から借り入れしている場合。 

なお、関連者に該当するか否かの判定は、対象取引が行われた時点の状況に基づいて判断します。 

 

 

  企業グループ間で行われる資産の賃貸借取引のうち、賃貸人と賃借人の双方が事業の用に供すること

を目的としたものが対象となります。そのため、賃貸人が使用している資産の一部を賃貸する場合は対象

となりますが、資産の全部を賃貸し、賃貸人自身が使用していない場合は対象となりません。 

例えば、親会社が自社の事業に使用している不動産の一部を子会社に賃貸するようなケースや自社で

開発し利用するシステムを関連者に賃貸する取引が一定の役務提供に該当することになります。 

 

 

  特定事項記載書類を電子データで保存することは可能です。ただし、メール等の電子データにより受領

した特定事項記載書類は、電子帳簿保存法に従い電子データのまま保存する必要があります。 

また、紙で受領又は作成した特定事項記載書類についても、電子帳簿保存法の要件を満たす場合には 

電子データで保存することが可能です。 

 

 

  特定事項記載書類の保存義務は、対象となる取引の損金算入要件とはされていません。そのため、書

類が保存されていない場合であっても、そのことのみを理由に直ちに損金算入が否認されるわけではあり

ません。損金算入の可否は、取引の内容や事実関係を踏まえ、総合的に判断されます。 

  

 

  国税庁は、税務調査において特定事項記載書類の保存がないことのみをもって、直ちに青色申告の承

認が取り消されるものではないとの考え方を示しています。税務調査時に特定事項記載書類の保存がな

いことが判明した場合には、一定期間を設けた上で、当該書類の取得又は作成および提示を求められる

ことがあります。青色申告承認の取消しの判断は、保存状況や是正への対応状況を踏まえた上で、その

違反の程度やその他の事情を総合的に勘案して行われます。 

 

 

  企業グループ法人間の取引については、取引条件や価格設定の妥当性にも注意が必要です。取引価

格が第三者との取引条件と比べて著しく異なる場合には、寄附金課税等の問題が生じる可能性がありま

す。また、国外のグループ法人との取引については、一定の場合に移転価格税制に基づくローカルファイ

ルの作成が必要となります。 

 

 ア ク タ ス 税 理 士 法 人 

 
【赤 坂 事 務 所】 東京都港区赤坂4-2-6住友不動産新赤坂ビル2F      TEL：03-3224-8888 

【立 川 事 務 所】 東京都立川市曙町2-37-7 コアシティ立川5F       TEL：042-548-8001 

【大 阪 事 務 所】 大阪市西区江戸堀1-5-16 ＪＭＦビル肥後橋01 9F       TEL：06-6676-8172 

【長 野 事 務 所】 長野県飯田市松尾上溝2700-1 MATOIビル2F            TEL：0265-59-8070 

【名古屋事務所】 愛知県名古屋市丸の内2-19-32パインツリー丸の内      TEL:052-228-7845 

【 京 都 事務 所 】 京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町101UN四条烏丸ビル７F TEL：0265-59-8070 

 https://www.actus.co.jp           info@actus.co.jp  
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Ｑ３．特定事項記載書類をデータで保存することは可能でしょうか？ 

 

 

Ｑ４．特定事項記載書類の保存をしていなかった場合、直ちに損金算入も認められなくなるのでしょうか？ 

Ｑ６．企業グループ間取引において、書類整理保存の特例のほかに気を付けるべきポイントはありますか？ 

Ｑ５．税務調査において書類の不備が判明した場合、直ちに青色申告承認の取消がされるのでしょうか？ 

 

Ｑ２．一定の役務提供の中に、関連者間で行われる資産の賃貸借取引は含まれますか？ 

 

 

Ｑ１．関連者の範囲のうち、実質的支配関係とありますが具体的にどのような状態でしょうか？  
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